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 教 務 関 連 事 項 （令和５年度入学生） 
Ⅰ　授業科目について
　１　授業科目の区分
　　　　基礎科目
　　　　専門基礎科目
　　　　専門科目　　　　理学療法
　　　　　　　　　　　　作業療法
　　　　　　　　　　　　言語聴覚
　　　　選択・必修科目 （言語聴覚学科のみ） 

　２　授業科目の配当条件
　　 　本年度に開講される授業科目は、  〈授業時間割表〉に授業科目名、 配当条件（配当学年次、 配当

期、 担当教官、 講義室№等）が明示されている。 学生の学習活動はこの中から必要な授業科目を履
修することによって行われる。 

　　⑴　必修・選択の別
　　　① 必 修 科 目 ・・・卒業のために履修が義務づけられている科目で、 必ずその授業科目を履修

し、 単位を取得しなければならない。 
　　　② 選 択 科 目 ・・・２科目以上からなる科目グループより、 履修する科目を選択し、 規定の単

位を取得しなければならない。 

　　⑵　当該年次
　　　 　授業科目は、 履修できる時期が定められ、 その学年に配当された授業科目を履修することが原

則である。 したがって上位学年次に配当された授業科目を履修することはできない。 

　　⑶　配当期
　　　① 通 年 科 目・・・前期・後期の１年間にわたって授業が行われる科目
　　　② 前 期 科 目・・・前期の半年間に授業が行われる科目
　　　③ 後 期 科 目・・・後期の半年間に授業が行われる科目

Ⅱ　授業について
　　授業は、 行事予定表にしたがって行われる。 
　　学年は、 ４月１日より翌年３月 31 日までを２期に分ける。 
　　　前期・・・４月１日から９月 30 日まで
　　　後期・・・10 月１日から翌３月 31 日まで

　　授業時間
　　　本校の授業は、 １時限 45 分とし、 ２時限を１講義時間とする。 
　　⑴　授業時間の区分　　　　

時　限 １・２ ３・４ ５・６ ７・８ （９・10）

時　　　間
　９：００

～

１０：３０

１０：４５

～

１２：１５

１３：００

～

１４：３０

１４：４５

～

１６：１５

１６：３０

～

１８：００
　　⑵　休講・補講・授業時間等の変更
　　　① 休　 講・・ ・本校や担当教官、 その他やむを得ない事情により、 休講する場合がある。 これ

については掲示により知らせる。 
　　　② 補 　講・・ ・本校又はその他の事情により、 授業時間数が必要時間数に満たない場合には、 

臨時の授業（補講）を行う。 これについても掲示により知らせる。 
　　⑶　授業の出席
　　　　履修する科目の授業には必ず出席しなければならない。 



Ⅲ　履修方法について
　⑴　履修の手続
　　① 　履修しようとする科目の履修登録は、履修届（様式１）を作成するとともに、指定された期日

までに学内の学籍管理システムの受講申込一覧の画面から登録を行う。
　　②　授業科目の履修条件を満たしていない場合、その科目を履修することはできない。
　　③　履修手続を行った授業科目のみ単位の認定を受けることができる。
　　④　未修得の科目を改めて履修する場合、学籍管理システムを使って登録を行う。
　　⑤ 　科目履修及び聴講科目については、履修登録届（様式２）に下書をして指定された期日までに

学内の学籍管理システムから登録を行う。
　⑵　履修に必要な届
　　①　履修登録（履修届一様式１）
　　　・１週間の履修計画（前期・後期に提出）を学籍管理システムにて行う。
　　②　科目履修届（履修登録届一様式２）
　　　・科目履修を希望する科目
　　　・聴講を希望する科目
　⑶　履修科目の登録と自己管理
　　①　履修登録後、履修科目管理表（入学時配布）で、４年間の履修について自己管理すること。

Ⅳ　出欠席などの取り扱いについて
　１　各授業の講義時間の20分を越える遅刻・早退は欠課扱いとする。
　２　遅刻「１回」を欠課「0.5回」、早退「１回」を欠課「0.5回」として扱う。
　３　病気等による欠席が７日以上にわたる場合、診断書を添付して届けなければならない。
　４　突発事故などで遅刻・早退する場合は事務に連絡し、その後に届けなければならない。
　５　公認休扱いについて
　　　次の各号に該当し、所定の公認休願（様式５）を提出した場合には出席扱いとする。
　　⑴　学院長が命令もしくは承認する行事等に参加・出席する場合
　　⑵　忌引きによる場合
　　　　　配偶者：10日　　　父母・実子：７日　　　兄弟姉妹：５日
　　　　　祖父母：３日　　　曾祖父母　：１日　　　伯叔父母：１日
　　⑶　交通機関のストの場合、その他不可抗力の事故と教務が確認した場合
　　⑷　就職に関わる病院施設見学・面接試験等による欠席
　　⑸　慢性疾患等の定期的診察検査に伴う欠席
　　　　事前に診断書を事務に提出するとともに欠席日を前もって届け出ること
　６　停学の取り扱い
　　 　教育的見地により学院長が停学を命じた場合の欠席は公認休としない。停学日数は学籍簿等へ記

入する。
　７　「届」及び「願」の提出
　　⑴ 　欠席届（様式４）、公認休願（様式５）、欠課届（様式６）、遅刻・早退届（様式７）、は必ず



提出しなければならない。
　　⑵　欠課等の届及び公認休願は事前に提出することを原則とする。
　　　　やむを得ない場合には事後速やかに提出しなければならない。

Ⅴ　試　　験
　 　授業科目の単位認定は、授業に出席し、受験資格を得たものが下記の試験等によって判定される。

なお、実技・実習、その他特定の科目では授業時間内で試験、またはそれに代わる考査を行い定期試
験に代える場合がある。

　１　定期試験の受験資格
　　⑴　授業実施時間数の８割以上授業に出席していること。
　　⑵　授業料を納めていること。
　２　公認休扱いによる試験欠席者の取り扱い
　　 　公認休扱いによる欠席などのため定期試験が受験できない学生の処遇については、欠席者が不利

益を被らないように追試験を行う。
　３　定期試験
　　⑴　学期末の一定期間、原則として全科目にわたって実施する。
　　⑵ 　前期の定期試験は８月上旬、後期の定期試験は２月上旬に行われ、その詳細日程はそのつど提

示によって知らせる。
　　⑶　原則、授業時間を満たした時期に試験は実施されるが、中間試験が実施される科目もある。
　　⑷　成績判定に関する試験（レポート）は、試験通知書（通称オレンジ紙）で掲示する。
　４　追試験
　　 　正当と認められる理由で定期試験を受験できなかった者は、１回限り追試験を受験することがで

きる。
　　　①　追試験受験申請手続き
　　　　 　欠席した全科目について追試験受験申請願（様式８）に必要事項を記入し、受験できなかっ

た理由を証明できる資料（診断書,事由説明書等）を添付し申請する。
　　　　　追試験受験の可否については学院長の決済後、本人に通知（掲示）する。
　　　②　追試験受験料・・・１科目につき500円を納入すること。
　５　再試験
　　 　定期試験（追試験）においてその成績が60点に満たないものは救済措置として「再試験」を実

施することがある。再試験実施の有無は教科担当教官の判断による。（すべての科目で実施されるわ
けではない）

　　　①　再試験受験手続き
　　　　 　再受験の対象となる全科目について所定の期日(試験実施)までに再試験受験手続きを終えな

ければならない。再試験料（１科目　2000円）を納入すること。
　　　②　受験許可証
　　　　　再試験料の領収書が受験許可証となるので受験する際、持参すること。
　６　受験にあたっての注意事項
　　　試験前には必ず学則、試験規定等をよく読んでおくこと。
　　⑴　次の各号に該当するものは試験会場に入室できない。
　　　①　受験資格を有しないもの
　　　②　試験開始時刻を20分以上遅刻したもの
　　⑵　定期試験時間割・教室については、原則として定期試験の２週間前に掲示する。
　　⑶　試験場では学籍番号順に座席を指定する。
　　⑷　試験には、必ず学生証を提示し名札着用のこと。
　　⑸　試験開始後45分を経過すれば退室することができる。
　　⑹　追試験・再試験については試験開始までに所定の手続きを終えておくこと。



　　⑺ 　病欠や突発事故などで追試験・再試験を受験できない場合には、直ちに学校（事務）に電話連
絡し、登校時にあらためて届け出なければならない。

　７　課題提出について
　　　課題（レポート）等の提出について以下のことを厳守すること。
　　⑴　提出期限を厳守すること。超過した場合は未提出とみなす。
　　⑵　課題等の書式は、定められた形式で提出すること。
　　⑶　提出は事務室前の所定のボックスとする。
　８　定期試験以外の成績判定に関する試験については、定期試験に準じて実施する。

Ⅵ　成績評価
　　⑴　学業成績は定期試験と平常成績等で総合的に判定する。
　　　　平常成績は随時行う小テスト、レポート、学習態度をさす。
　　⑵ 　学業成績はいずれも100点満点とし、定期試験・平常成績で60点以上を得た科目について合格と

して認定する。
　　⑶　学業成績の区分は次の通りである。
　　　　　　Ｓ　（特に秀でた者）
　　　　　　Ａ　（80点以上）
　　　　　　Ｂ　（70点～79点）
　　　　　　Ｃ　（60点～69点）
　　　　　　Ｄ　（59点以下）
　　⑷ 　試験を再試験で合格した者は、その結果が60点以上であっても60点として取り扱う。

Ⅶ　臨床実習等の評価
　⑴ 　臨床実習及び学外実習の評価は、実習施設における報告書等をもとに教員等による会議で、総合

的に成績判定する。
　⑵　臨床実習等に関する規定を十分理解し、それを遵守すること。

Ⅷ　科目履修等について
　 　授業科目の履修は、所属する学科の教育課程及び時間割によるところを原則とするが、教育上有益

と認められる場合（定められた科目以外に特に履修を希望する科目がある時）には次のような履修が
認められる。

　⑴　教育上有益と認められる場合の履修
　　①　同一学科で異なる学年次の授業科目の履修
　　　　下位学年次に開講されている授業科目を新たに履修する場合
　　②　他学科の専門科目の履修
　　　　下位学年次に開講されている授業科目
　　　　同一学年次に開講されている授業科目
　　③　本校卒業生の特別履修
　⑵　科目履修の許可
　　①　科目履修を希望する者は、所定の履修願に必要事項を添え、事務に提出しなければならない。
　　②　他の授業に支障がない場合に限り、当該学科内において検討の上、学院長が許可する。
　　③　履修を許可された学生は、全授業に出席し、試験を受けなければならない。
　⑶　授業の聴講（聴講科目）
　　① 　既に単位を取得した科目で再度聴講を希望する者は、所定の聴講願（様式２）に必要事項を添

えて事務に提出しなければならない。
　　②　授業に支障がない場合に限り、当該学科内において検討の上、学院長が許可する。
　　③　聴講を許可された学生は、全授業に欠席・遅刻・早退なく聴講することを原則とする。



Ⅸ　既修得単位の認定について
　 　他大学または短期大学等を卒業または中途退学後に入学した者は、既に修得した単位を本校で修得

したものとして認定を受けることができる。その場合、既修得単位認定申請書（様式３）と当該校の
発行した成績証明書を添えて、期日内に事務に申請すること。

Ⅹ　進級等について
　⑴　３年生への進級要件
　　　２年生までに履修すべき必修科目の単位をすべて修得していること。
　⑵　臨床実習Ⅰ並びに臨床実習Ⅱ履修要件について
　　　臨床実習Ⅰ：臨床実習Ⅰ開始までに履修すべき授業科目の単位を修得していること。
　　　臨床実習Ⅱ：臨床実習Ⅰの単位を修得していること。
　⑶　進級に関する事項は、進級判定会議において最終決定する。

Ⅺ　休学・復学・退学について
　⑴ 　学生が休学・復学・退学を希望するときは、その理由を詳記（様式９・10・11）して、保証人

連署の上、願い出なければならない。
　⑵　休学・復学・退学に関する事項は、定例・臨時進級判定会議において最終決定後、本人に通知する。
Ⅻ　卒業について
　⑴ 　本校に４年以上（編入学の場合は３年以上）在学し、定められた科目・単位数を取得した者は卒

業判定会議を経て、学院長が卒業を認定する。
　⑵　学院長が卒業を認めた者については「高度専門士」の称号を授与する。
　⑶ 　理学療法学科及び作業療法学科、言語聴覚学科を卒業（見込み）の者は理学療法士及び作業療法

士、言語聴覚士の国家試験の受験資格を与える。




